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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第47期

第３四半期累計期間
第46期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 2,131,746 3,219,398

経常利益又は経常損失（△） （千円） △19,529 241,623

四半期（当期）純利益 （千円） 39,972 252,643

持分法を適用した場合の投資損失（△） （千円） △1,418 △967

資本金 （千円） 772,830 772,830

発行済株式総数 （千株） 4,505 4,505

純資産額 （千円） 1,374,843 1,347,023

総資産額 （千円） 2,502,058 2,445,118

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 9.34 59.21

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － 5.00

自己資本比率 （％） 54.9 55.1

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 184,871 －

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） 46,201 －

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 38,256 －

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高
（千円） 1,618,762 －

 

回次
第47期

第３四半期会計期間

会計期間
自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.67

（注）１．当社は平成29年９月28日付で連結子会社であった株式会社アリーナ・エフエックスの保有株式全部を譲渡し

たことにより、連結子会社が存在しなくなったため、当第３四半期会計期間より四半期財務諸表を作成して

おります。また、前年同四半期は四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期会計期間について

は記載しておりません。なお、第46期については、キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、

キャッシュ・フロー計算書にかかる経営指標等は記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。
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２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社は、平成29年９月28日付で外国為替証拠金取引業を展開する連結子会社であ

る株式会社アリーナ・エフエックスの保有株式全部を譲渡したことに伴い、外国為替証拠金取引業から撤退致しまし

た。

　上記以外の主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

（1）プロダクトマーケティング事業

　主要な関係会社の異動はありません。

（2）ビジネスソリューション事業

　主要な関係会社の異動はありません。

（3）IoTソリューション事業

　主要な関係会社の異動はありません。

（4）クラウドソリューション事業

　主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当社

は、当第３四半期会計期間より連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期との比較分析は行っておりませ

ん。

 

(1)業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、設備投資は持ち直しの動きが継続していることから、雇用環境や

企業収益等の改善を受けて、景気は緩やかな回復基調であるものの、米国の政権運営や欧州の政治情勢、また、ア

ジアにおける地政学的リスクの高まりなど、先行きは不透明な状況が続いております。

　当社の属する情報サービス産業界においては、ICTを活用して様々なモノ、サービスを繋げることにより、新た

なイノベーションを創出する政府の成長戦略を背景に、IoT（モノのインターネット化）、AI（人工知能）、

Fintech（ITを駆使した金融サービス）、ビッグデータ等の技術要素が注目されており、これらを取り込みつつ、

地域の活性化、企業活動の高度化、生産性の向上に資するシステムやサービスの提供が求められており、各産業分

野におけるモデル構築、ルールの整備、実装が始まっております。

　このような状況の中、当社は、テクノロジーカンパニーとしての再起動を図るべく収益構造の見直しを図る中、

最新技術の積極活用による新たなサービス創造及び次世代ソリューションの提供、業務提携及び販売提携の拡充、

事業エリアの拡大、人材獲得の拡大と育成強化への取組みに注力してまいりました。

　この結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高21億31百万円、営業損失18百万円、経常損失19百万円、四半

期純利益39百万円となりました。

 

　主なセグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　「プロダクトマーケティング事業」は、売上高３億72百万円となりました。これは主にマルチスクリーンディス

プレイの大型案件において納品が一部完了したことによるものです。また、日本国内初の取扱い開始となりました

画期的な次世代マルチ情報共有会議システム「Mezzanine（メザニン）」の引き合いも強く、販売が伸長したこと

によるものです。

　「ビジネスソリューション事業」は、売上高12億92百万円となりました。これは主に各業種向けの派遣常駐型シ

ステム開発において、顧客ニーズにマッチングする要員手配を早期確実に実施したこと、受託請負型システム開発

において、顧客ニーズを実現するための付加価値の高い提案が受入れられて、主要顧客を中心に安定した継続受注

に繋がり、売上高に寄与したことによるものです。一方で、地方事業所の上半期受注の伸び悩み梃入れを施し徐々

に巻き返しを図っております。

　「IoTソリューション事業」は、売上高３億71百万円となりました。これは主に当社オリジナルのIoTプラット

フォーム「KonektiTM（コネクティー）」を投入後、産業用コンピュータの分野で世界トップシェアのアドバン

テック株式会社とインダストリアルIoT分野で業務提携を実施後、製造業向けのIoTソリューションを強化し、数多

くの導入を実現してまいりました。さらに積み重ねたノウハウを集約し、工場向けソリューション「Konekti Apps

Connected Industries」の販売を開始による売上が増加したことよるものです。

　「クラウドソリューション事業」は、売上高95百万円となりました。これは主に専用サーバやクラウド等のス

トック型サービスは堅調に推移している中、主軸の転換として顧客ビジネスのクラウド化構築支援、ネットワーク

及びビッグデータのコンサルテーションに加え、先端テクノロジーのサービス化開発に注力していることによるも

のです。
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(2)財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期会計期間末における流動資産は22億31百万円となり、前事業年度末に比べ82百万円増加いたしまし

た。これは主に現金及び預金が２億69百万円、仕掛品が70百万円増加した一方、受取手形及び売掛金が２億90百万

円減少したことによるものであります。固定資産は２億70百万円となり、前事業年度末に比べ25百万円減少いたし

ました。これは主に有形固定資産が９百万円増加した一方、関係会社であった株式会社アリーナ・エフエックスの

保有株式全部を譲渡したこと等により投資その他の資産が43百万円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は25億２百万円となり、前事業年度末に比べ56百万円増加いたしました。

（負債）

　当第３四半期会計期間末における流動負債は４億75百万円となり、前事業年度末に比べ47百万円増加いたしまし

た。これは主に買掛金が16百万円、未払法人税等が26百万円、賞与引当金が38百万円減少いたしましたが、短期借

入金が82百万円増加したことによるものであります。固定負債は６億52百万円となり、前事業年度末に比べ18百万

円減少いたしました。これは主に長期借入金が14百万円減少したことによるものであります。

　この結果、負債合計は11億27百万円となり、前事業年度末に比べ29百万円増加いたしました。

（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産合計は13億74百万円となり、前事業年度末に比べ27百万円増加いたしま

した。これは主に、四半期純利益39百万円によるものであります。

　この結果、自己資本比率は54.9％（前事業年度末は55.1％）となりました。

(3)キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、16億18百万円となりまし

た。

　当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは１億84百万円の収入となりました。これは主に、売上債権の減少による収

入２億90百万円、仕入債務の減少による支出16百万円、税引前四半期純利益55百万円などによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは46百万円の収入となりました。これは主に関係会社であった株式会社ア

リーナ・エフエックスの株式を譲渡したことによる収入１億29百万円、貸付による支出50百万円、有形固定資産の

取得による支出25百万円、無形固定資産の取得による支出16百万円などによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは38百万円の収入となりました。これは主に、短期借入金の借入による収入

82百万円、長期借入金の返済による支出21百万円、配当金の支払いによる支出21百万円によるものです。
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(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

（基本方針の内容）

　当社は昭和46年の創業以来、情報化社会の基盤を構築する当社の業務を通して、経済の発展と活力ある豊かな社

会の実現に貢献してまいりました。またこの間、ITソリューションプロバイダーとしての開発経験、ノウハウを蓄

積するとともに、顧客、従業員、パートナー企業や最先端技術を保有する国外の大手ソフトウェア開発企業等の取

引先、その他ステークホルダーとの間で良好な関係を築いてまいりました。

　当社の事業活動において、お客様の要望に応じた仕様、技術、サービスの面で競合他社との差別化を図るために

は、単なる商品販売、受託開発にとどまらず、コストパフォーマンスに優れたサービスの提供が肝要であります。

そのためには、高度な技術の保有とそのための研究開発、営業および技術のノウハウを有する人材の育成等を重視

し、その上で、その高度な技術を有機的に融合させ、安全で高性能・高品質かつ付加価値の高いシステムを構築、

提供することが必要であり、その実現に向けた体制の構築が、企業価値ひいては株主共同の利益の向上につながる

ものであると考えております。よって、当社の経営にあたっては、専門性の高い業務知識や営業のノウハウを備え

た者が取締役に就任して、法令および定款の定めを遵守しつつ、当社の財務および事業における方針の決定の任に

あたることが、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものと考えております。

　近年では、わが国においても、企業の成長戦略として企業買収等の手法が多用されておりますが、当社は、この

ような市場原理に基づく手法は、企業成長に向けたひとつの重要な選択肢であると認識しております。また、金融

商品取引所に株式を上場している企業である以上、株主は市場での自由な取引を通じて決まるものであり、株式の

大量買付行為を含む当社の支配権の異動については、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると

認識しております。

　しかしながら、買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、企業価値ひいては株主共同の利益を侵害する恐れのあ

るもの、既存の株主に株式の売却を事実上強要する恐れのあるもの、対象会社の取締役会や株主が買い付けの条件

等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間を提供しないもの等、対象

会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものもあります。当社はこのような大量買付行為は不適切なも

のと考えます。

　以上を、当社の基本方針としておりますが、上記のような要件に該当する当社株式の大量買付行為が行われよう

とした場合において、当社がその大量買付行為に対して反対する旨を表明するにとどまるものであり、原則として

当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることの防止策について、株主総会および取締役会で決議することを

定めるものではありません。

　しかしながら、株主の皆様の意思が正しく反映される環境を確保するために、法令、金融商品取引所等の諸規則

および当社定款に沿って、対抗策等の検討を継続するとともに、当社株式の大量買付行為等についての日常的な確

認活動等を実施し、株主の皆様の共同の利益や企業価値を損なうことがないように、機動的に対応していく所存で

あります。

(5)研究開発活動

　当社は高度情報化社会における基盤を構築する業務を通じてお客様の利益を創造し、経済の発展と活力ある豊か

な社会の実現に貢献していくため、各分野にわたって将来の製品及びサービスとなる先進技術の研究開発に取り組

んでおります。テーマ別の具体的な研究内容は次のとおりであります。なお、当第３四半期累計期間における研究

開発費については、主にIoTソリューション事業に係る研究開発費用４百万円であります。

 

①IoTプラットフォーム

　当社が打ち出している「ラッド流IoTインテグレーション」戦略のなかで、創業以来積み重ねてきた基盤開発実

績・組み込み技術を生かし、ハードウェアインテグレーションから、クラウドアプリ構築、セキュリティ、データ

解析、デリバリを強みとし、業種特化型のIoTプラットフォームの研究をしております。

　この結果、製造工場における設備稼働率向上の切り札になる停止時間の縮減を実現するために、異常を早期認識

できるツールや予知保全につなげるデータ作成、及び過去の対処履歴の閲覧が可能なツールを開発致しました。
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②AI（人工知能）

　AIを活用したサービスは通常多大なコンピューティングリソースが必要となり、ソフトウエアベース処理では、

状態変化の検知に時間が掛かる場合があり、例えば映像による検査や防犯監視での利用に制限があります。

　当社は、前期にAIを活用した映像インデックスシステムのファーストサービスを完成させたノウハウを活かし、

高性能カメラと高速コンピューティング技術を組み合わせたFPGA使用の独自のエッジ処理型AI技術で、最新の異常

検知システムの実用化を可能にする研究を開始いたしました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,505,390 4,505,390

東京証券取引所

JASDAQ

（スタンダード）

単元株式数は100株であ

ります。

計 4,505,390 4,505,390 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 4,505,390 － 772,830 － 193,207

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができませんので、直前の基準日である平成29年９月30日の株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　223,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,280,300 42,803  

単元未満株式 普通株式　　　1,290 － －

発行済株式総数 　　　　　4,505,390 － －

総株主の議決権 － 42,803 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本ラッド株式会社

東京都港区虎ノ門

２丁目２－５
223,800 － 223,800 4.97

（注）１．上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（自己株式等）」の内訳であります。

２．当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、単元未満株式の買取により取得した自己株式と合わせて

223,866株となっております。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号。

以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

　また、前第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）は四半期財務諸表を作成していないた

め、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書に係る比較情報は記載しておりません。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について
　当社は、平成29年９月28日付で連結子会社であった株式会社アリーナ・エフエックスの保有株式全部を譲渡したことに

より、連結子会社が存在しなくなったため、当第３四半期会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,349,433 1,618,762

受取手形及び売掛金 688,941 398,577

製品 2,780 1,880

仕掛品 9,201 79,943

原材料 7,186 7,459

その他 116,104 154,453

貸倒引当金 △25,092 △29,769

流動資産合計 2,148,554 2,231,307

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 7,957 7,730

車両運搬具（純額） 12,748 9,521

工具、器具及び備品（純額） 17,781 30,435

有形固定資産合計 38,487 47,687

無形固定資産   

ソフトウエア 23,336 19,122

その他 17,572 29,799

無形固定資産合計 40,909 48,921

投資その他の資産   

投資有価証券 66,504 78,747

関係会社株式 54,881 －

その他 141,768 140,392

貸倒引当金 △45,987 △44,997

投資その他の資産合計 217,167 174,142

固定資産合計 296,563 270,751

資産合計 2,445,118 2,502,058

負債の部   

流動負債   

買掛金 155,525 138,935

短期借入金 28,000 110,000

1年内返済予定の長期借入金 28,200 21,600

未払法人税等 35,177 8,211

賞与引当金 53,112 14,161

受注損失引当金 383 1,051

その他 127,349 181,084

流動負債合計 427,748 475,044

固定負債   

長期借入金 19,500 4,950

退職給付引当金 428,268 428,381

資産除去債務 2,105 2,126

長期未払金 217,952 215,502

その他 2,519 1,210

固定負債合計 670,346 652,170

負債合計 1,098,094 1,127,215
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 772,830 772,830

資本剰余金 408,733 408,733

利益剰余金 252,643 271,208

自己株式 △103,864 △103,864

株主資本合計 1,330,341 1,348,906

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 16,681 25,936

評価・換算差額等合計 16,681 25,936

純資産合計 1,347,023 1,374,843

負債純資産合計 2,445,118 2,502,058
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(2)【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 2,131,746

売上原価 1,699,442

売上総利益 432,304

販売費及び一般管理費 451,083

営業損失（△） △18,779

営業外収益  

受取利息 591

受取配当金 669

補助金収入 600

その他 345

営業外収益合計 2,206

営業外費用  

支払利息 1,323

為替差損 1,632

営業外費用合計 2,956

経常損失（△） △19,529

特別利益  

関係会社株式売却益 75,049

特別利益合計 75,049

特別損失  

固定資産除却損 1

特別損失合計 1

税引前四半期純利益 55,518

法人税等 15,545

四半期純利益 39,972
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
 当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 55,518

減価償却費 23,615

退職給付引当金の増減額（△は減少） 112

賞与引当金の増減額（△は減少） △38,950

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,497

受注損失引当金の増減額（△は減少） 667

受取利息及び受取配当金 △591

支払利息 1,323

為替差損益（△は益） △0

補助金収入 △600

関係会社株式売却損益（△は益） △75,049

固定資産除却損 1

売上債権の増減額（△は増加） 290,363

たな卸資産の増減額（△は増加） △70,115

仕入債務の増減額（△は減少） △16,638

その他 47,025

小計 221,180

利息及び配当金の受取額 84

利息の支払額 △1,282

法人税等の支払額 △35,111

営業活動によるキャッシュ・フロー 184,871

投資活動によるキャッシュ・フロー  

関係会社株式の売却による収入 129,930

有形固定資産の取得による支出 △25,743

無形固定資産の取得による支出 △16,595

差入保証金の差入による支出 △540

貸付金の回収による収入 10,500

貸付けによる支出 △50,000

その他 △1,349

投資活動によるキャッシュ・フロー 46,201

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 82,000

長期借入金の返済による支出 △21,150

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,338

配当金の支払額 △21,255

財務活動によるキャッシュ・フロー 38,256

現金及び現金同等物に係る換算差額 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 269,328

現金及び現金同等物の期首残高 1,349,433

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,618,762
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
当第３四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

現金及び預金勘定 1,618,762千円

現金及び現金同等物 1,618,762千円

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当に関する事項

　１.配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 21,407 5  平成29年３月31日  平成29年６月26日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

 

 
当第３四半期会計期間
（平成29年12月31日）

関連会社に対する投資の金額 －千円

持分法を適用した場合の投資の金額 11,112
 
 

 
当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

持分法を適用した場合の投資損失（△）の金額 △1,418千円

 

（注）関連会社に対する投資の金額は、減損処理しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

(注)１

四半期損益計

算書計上額

　（注)２ 
プロダクト

マーケティン

グ

ビジネスソ

リューション

IoTソリュー

ション

クラウドソ

リューション
計

売上高        

外部顧客への売上高 372,458 1,292,549 371,693 95,044 2,131,746 － 2,131,746

セグメント間の内部売上

高又は振替高
2,417 21,974 － 13 24,405 △24,405 －

計 374,876 1,314,523 371,693 95,058 2,156,151 △24,405 2,131,746

セグメント利益又は損失

（△）
6,786 232,071 901 3,766 243,525 △262,304 △18,779

（注）１.セグメント利益又は損失の調整額△262,304千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

     ２.セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 ９円34銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 39,972

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 39,972

普通株式の期中平均株式数（株） 4,281,524

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（募集新株予約権（有償ストックオプション)の発行について）

　当社は、平成30年２月５日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当

社取締役及び従業員に対し、下記のとおり新株予約権を発行することを決議いたしました。

 

１．新株予約権の募集の目的及び理由

中長期的な当社の業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、より一層意欲及び士気を向上させ、当社の業績

拡大へのコミットメントおよび結束力をさらに高めることを目的として、当社取締役及び従業員に対して、有償にて新

株予約権を発行するものであります。

 

２．新株予約権の発行要項

(1）銘柄　　　日本ラッド株式会社　第５回新株予約権

 

(2）発行数　　4,500個（新株予約権１個につき100株）

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株450,000株と

し、下記(5)により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に本新株予約権の数

を乗じた数とする。
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(3）発行価格

本新株予約権１個あたりの発行価格は、200円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関である株式会社プ

ルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価格算定モデルであるモン

テカルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に決定したものである。

 

(4）発行価額の総額　　　　　　542,250,000円

 

(5）新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

本新株予約権の目的である株式の種類は当社の普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的である株式の数

（以下、「付与株式数」という。）は、100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約

権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じ

る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとす

る。

 

(6）新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の額は、１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付

与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、金1,203円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転

の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 
 

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株

式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これ

らの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うこ

とができるものとする。

 

(7）新株予約権の行使期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という）は、平成33年７月１日から平成37年

３月31日までとする。

 

(8）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、平成33年３月期において当社の有価証券報告書に記載される経常利益が、600百万円を超

過した場合、新株予約権を行使することができる。

　上記にかかわらず、平成31年３月期または平成32年３月期において、経常利益が200百万円を下回った場

合、本新株予約権を行使することができない。

　なお、経常利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益計算書

を作成していない場合、損益計算書）における経常利益を参照するものとする。また、国際財務報告基準の
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適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会に

て定めるものとする。

②　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従

業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が

認めた場合は、この限りではない。

③　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

 

(9）新株予約権の行使により株券を発行する場合の当該株券の発行価格のうちの資本組入額

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切

り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

(10）新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

 

(11）新株予約権の取得の申込の勧誘の相手方の人数及びその内訳

　当社の取締役　２名　3,000個（300,000株）

　当社の従業員　６名　1,500個（150,000株）

 

(12）勧誘の相手方が提出会社に関係する会社として企業内容等の開示に関する内閣府令第２条第２項に規定する会社

の取締役、会計参与、執行役、監査役又は使用人である場合には、当該会社と提出会社との間の関係

　該当事項はありません。

 

(13）勧誘の相手方と提出会社との間の取決めの内容

　取決めの内容は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約において定めるものとする。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月９日

日本ラッド株式会社

取締役会　御中

 

アスカ監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福　　島　　正　　己 　 ㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石　　渡　　裕　一　朗　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ラッド株式

会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第47期事業年度の第３四半期会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本ラッド株式会社の平成29年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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